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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回　　次
第61期

第３四半期
連結累計期間

第62期
第３四半期
連結累計期間

第61期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (百万円) 25,720 23,173 39,289

経常利益 (百万円) 602 276 1,385

四半期(当期)純利益 (百万円) 329 141 688

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 558 347 882

純資産額 (百万円) 16,929 17,131 17,187

総資産額 (百万円) 25,092 24,299 26,236

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 16.47 7.08 34.46

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 65.2 68.3 63.3
 

　

回　　次
第61期

第３四半期
連結会計期間

第62期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 10.18 4.8
 

(注) 1　当社は、四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いない。

2　売上高には、消費税等は含まれていない。

3　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については潜在株式が存在しないため、記載していな

い。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はない。

 また、主要な関係会社に異動はない。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はない。

 なお、重要事象等は存在していない。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものである。

 

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は輸出が持ち直しに向かい、各種政策の効果が下支えするなか

で家計所得や投資が増加し、景気の回復基調が続くことが期待される。

情報通信市場においては、従来の固定ブロードバンドサービスが成熟化する一方で、従来型の携帯電話からス

マートフォンへの急速な移行に伴い、ＬＴＥ，Ｗｉ－Ｆｉなどのサービスエリアの拡大等による通信ネットワーク

環境の整備が急ピッチで進んでいる。また、政府が進めるＩＣＴ成長戦略により、ＩＣＴサービス・技術の多様

化・高度化も一層加速している。

このような経営環境の中、当社グループでは“「震災まちづくり復興」事業への貢献と新たな事業ステージで

の　グループ総合力の展開”を基本方針とし、「第４次中期経営計画」(平成26年度～平成28年度)」に基づき重点

項目を確実に遂行し、事業拡大・業務の効率化等に取組んできた。

一方では、ＮＣＣ系モバイル工事及び工事用材料販売が減少している状況にある。

その結果、売上高は23,173百万円(前年同四半期連結累計期間比2,547百万円減少)、営業利益は204百万円(前年

同四半期連結累計期間比328百万円減少)、経常利益は276百万円(前年同四半期連結累計期間比326百万円減少)、四

半期純利益は141百万円(前年同四半期連結累計期間比187百万円減少)となった。
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　　セグメントの業績を示すと、次のとおりである。

(電気通信工事事業)　　　　

固定系通信事業者による高速インターネットサービスの普及拡大、また、移動体系ではＬＴＥ方式の拡大が進め

られた。

　このような経営環境の中、ＮＣＣ系モバイル工事の減少及び「震災まちづくり復興」事業の遅れによる関連工事

の受注減少等の影響により、当第３四半期連結累計期間における受注高は23,476百万円(前年同四半期連結累計期

間比3,557百万円減少)、完成工事高は21,215百万円(前年同四半期連結累計期間比1,614百万円減少)、セグメント

利益は197百万円(前年同四半期連結累計期間比328百万円減少)となった。

(工事材料等販売事業)

工事材料等販売事業は、通信工事材料等の販売を行っている。当第３四半期連結累計期間における受注高は

1,957百万円(前年同四半期連結累計期間比933百万円減少)、売上高は1,957百万円(前年同四半期連結累計期間比

933百万円減少)、セグメント利益は16百万円(前年同四半期連結累計期間比19百万円減少)となった。

 

(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は24,299百万円であり、前連結会計年度末比1,936百万円減少した。流動

資産は15,868百万円で前連結会計年度末比1,835百万円減少した。これは主に完成工事未収入金4,242百万円の減

少、未成工事支出金1,428百万円の増加、現金預金930百万円の増加によるものである。固定資産は8,431百万円で

前連結会計年度末比100百万円減少した。これは主に有形固定資産90百万円の減少、無形固定資産60百万円の減

少、投資その他の資産50百万円の増加によるものである。

　負債については7,168百万円と前連結会計年度末比1,879百万円減少した。流動負債は4,068百万円で前連結会計

年度末比1,685百万円減少した。これは主に工事未払金1,350百万円の減少、未払金145百万円の減少、未払法人税

等311百万円の減少によるものである。固定負債は3,099百万円で前連結会計年度末比193百万円減少した。

　純資産は17,131百万円と前連結会計年度末比56百万円減少した。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はない。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は２百万円である。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種　　　　　　　　類 発行可能株式総数(株)

普　　通　　株　　式 66,428,000

計 66,428,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種　　類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年12月31日)

提 出 日 現 在
発 行 数 (株)

(平成27年２月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内　　　　容

普 通 株 式 21,226,071 21,226,071
東京証券取引所　
(市場第二部)

単元株式数は
1,000株である。

計 21,226,071 21,226,071 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　　 　該当事項はない。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　 　該当事項はない。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　　 　該当事項はない。

 

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年　　月　　日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成26年12月31日 ― 21,226,071 ― 2,847 ― 2,641
 

 

(6) 【大株主の状況】

　　　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしている。

① 【発行済株式】

   平成26年12月31日現在

区　　　　　　分 株　式　数 (株) 議決権の数(個) 内　　　　　 容

無 議 決 権 株 式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 1,251,000
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 19,801,000
 

19,801 ―

単 元 未 満 株 式 普通株式 174,071
 

― 一単元(1,000株)未満の株式

発 行 済 株 式 総 数 21,226,071 ― ―

総 株 主 の 議 決 権 ― 19,801 ―
 

 

　(注)１ 「完全議決権株式数(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が8,000株(議決

　権８個)含まれている。

 ２ 「単元未満株式数」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が25株含まれている。

 

② 【自己株式等】

　平成26年12月31日現在

所 有 者 の 氏 名
又　 は　 名 　称

所 有 者 の 住 所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株
式）　　　　　株式会社
ＴＴＫ

仙台市若林区新寺1-2-23 1,251,000 ― 1,251,000 5.89

計 ― 1,251,000 ― 1,251,000 5.89
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりである。

（1）退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 ― 飯田　啓悦 平成26年11月26日
 

 
（2）役員の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
（総務部長）

取締役
（経理部長）

柳沢　忠夫 平成26年11月18日

取締役
取締役

（総務部長）
飯田　啓悦 平成26年11月18日
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載している。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けている。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 3,998 4,929

  受取手形及び売掛金 ※1  543 ※1  501

  完成工事未収入金 9,743 5,500

  有価証券 100 －

  未成工事支出金 2,315 3,743

  材料貯蔵品 282 246

  商品 202 254

  繰延税金資産 367 366

  その他 159 335

  貸倒引当金 △8 △9

  流動資産合計 17,704 15,868

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物 5,156 5,016

   機械・運搬具 522 529

   土地 2,487 2,464

   リース資産 662 500

   建設仮勘定 0 92

   その他 986 995

   減価償却累計額 △4,556 △4,430

   有形固定資産合計 5,259 5,168

  無形固定資産 433 373

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,788 2,090

   繰延税金資産 913 745

   その他 299 275

   貸倒引当金 △162 △222

   投資その他の資産合計 2,838 2,889

  固定資産合計 8,532 8,431

 資産合計 26,236 24,299
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  工事未払金 3,432 2,082

  買掛金 890 925

  リース債務 115 99

  未払金 570 425

  未払法人税等 338 26

  未成工事受入金 114 176

  完成工事補償引当金 2 4

  工事損失引当金 79 79

  災害損失引当金 56 －

  その他 154 249

  流動負債合計 5,754 4,068

 固定負債   

  リース債務 173 117

  役員退職慰労引当金 167 51

  退職給付に係る負債 2,953 2,758

  その他 － 172

  固定負債合計 3,293 3,099

 負債合計 9,048 7,168

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,847 2,847

  資本剰余金 2,641 2,641

  利益剰余金 11,016 10,797

  自己株式 △385 △386

  株主資本合計 16,120 15,900

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 561 758

  退職給付に係る調整累計額 △64 △63

  その他の包括利益累計額合計 497 694

 少数株主持分 569 536

 純資産合計 17,187 17,131

負債純資産合計 26,236 24,299
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

売上高   

 完成工事高 22,626 21,031

 兼業事業売上高 3,094 2,141

 売上高合計 25,720 23,173

売上原価   

 完成工事原価 20,020 18,640

 兼業事業売上原価 2,921 2,004

 売上原価合計 22,942 20,645

売上総利益   

 完成工事総利益 2,605 2,390

 兼業事業総利益 172 136

 売上総利益合計 2,777 2,527

販売費及び一般管理費 2,245 2,322

営業利益 532 204

営業外収益   

 受取利息 1 1

 受取配当金 43 48

 受取賃貸料 19 21

 雑収入 22 14

 営業外収益合計 87 84

営業外費用   

 支払利息 3 2

 雑支出 13 9

 営業外費用合計 17 12

経常利益 602 276

特別利益   

 負ののれん発生益 23 34

 国庫補助金 33 2

 その他 9 －

 特別利益合計 65 37

特別損失   

 固定資産売却損 1 2

 固定資産除却損 － 45

 災害損失 94 －

 特別損失合計 96 47

税金等調整前四半期純利益 572 266

法人税、住民税及び事業税 67 52

法人税等調整額 167 65

法人税等合計 235 118

少数株主損益調整前四半期純利益 336 148

少数株主利益 7 7

四半期純利益 329 141
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 336 148

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 221 198

 退職給付に係る調整額 － 0

 その他の包括利益合計 221 198

四半期包括利益 558 347

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 549 339

 少数株主に係る四半期包括利益 8 8
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

(退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及

び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給付適用

指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて第１

四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を

期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に基づく割引率から退職給

付の支払見込期間ごとに設定された複数の割引率を使用する方法へ変更した。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四半期

連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減してい

る。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が２百万円増加し、利益剰余金が１百万円減少

している。また、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ６百万

円増加している。

 

（追加情報）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

（役員退職慰労引当金）
　当社は、平成26年６月27日開催の定時株主総会において、役員退職慰労金制度の廃止に伴う打切り支給を決議し
ている。
　これに伴い、当社の「役員退職慰労引当金」は全額取崩し、打切り支給額91百万円を長期未払金として固定負債
の「その他」に含めて表示している。
　なお、連結子会社については引き続き、役員の退職慰労金の支給に備えるため内規に基づく要支給額を計上して
いる。
 

（退職給付に係る負債）
　当社は、平成26年6月27日開催の取締役会において、執行役員退職慰労金制度の廃止及び打切り支給を決議してい
る。
　これに伴い、「退職給付に係る負債」のうち対象となる49百万円を長期未払金として固定負債の「その他」に含
めて表示している。

 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※１　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理している。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれている。

 

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
 

当第３四半期連結会計期間
　(平成26年12月31日)

 

受取手形 １百万円 ０百万円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりである。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

減価償却費 414 百万円 365 百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当た
り　　配当額

(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

  

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 199 10 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金
  

平成25年11月７日
取締役会

普通株式 159 ８ 平成25年９月30日 平成25年11月29日 利益剰余金
  

 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はない。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当た
り　　配当額

(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

  

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 199 10 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金
  

平成26年11月７日
取締役会

普通株式 159 ８ 平成26年９月30日 平成26年11月28日 利益剰余金
  

 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はない。

 

EDINET提出書類

株式会社ＴＴＫ(E00193)

四半期報告書

13/18



(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  (単位：百万円)

 

報 告 セ グ メ ン ト

合　　計

電気通信工事事業 工事材料等販売事業

売上高    

  外部顧客への売上高 22,829 2,891 25,720

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

0 2,582 2,583

計 22,830 5,474 28,304

セグメント利益 526 35 561
 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

 (単位：百万円)

利　　益 金　　額

報告セグメント計 561

セグメント間取引消去 △28

四半期連結損益計算書の営業利益 532
 

 

　３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　（重要な負ののれん発生益）

電気通信工事事業において当社の連結子会社である東部電話工事㈱及び北部電設㈱の株式を追加取得している。こ

れに伴い、当第３四半期連結累計期間において、23百万円の負ののれん発生益を計上している。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  (単位：百万円)

 

報 告 セ グ メ ン ト

合　　計

電気通信工事事業 工事材料等販売事業

売上高    

  外部顧客への売上高 21,215 1,957 23,173

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

0 2,120 2,120

計 21,215 4,077 25,293

セグメント利益 197 16 213
 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

 (単位：百万円)

利　　益 金　　額

報告セグメント計 213

セグメント間取引消去 △9

四半期連結損益計算書の営業利益 204
 

 

　３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　（重要な負ののれん発生益）

工事材料等販売事業において当社の連結子会社である東北通産株式会社が自己株式を取得している。これに伴

い、当第３四半期連結累計期間において、34百万円の負ののれん発生益を計上している。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 

項　　　　　　目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額  16円 47 銭 7円 08銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(百万円) 329 141

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 329 141

普通株式の期中平均株式数(株) 19,979,922 19,975,475
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

(重要な後発事象)

該当事項はない。

 

２ 【その他】

　第62期(平成26年４月１日から平成27年３月31日まで)中間配当については、平成26年11月７日開催の取締役会に

おいて、平成26年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議し

た。

　①　配当の総額　　　　　　　　　　　　　　　  　 159百万円

　②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　       ８円

　③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成26年11月28日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年２月５日

株式会社　ＴＴＫ

取締役会  御中

 

有限責任監査法人　トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　  木　村　大　輔   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   　 田　村　　剛　   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＴＴＫ

の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成26年10月１日から平成26

年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＴＴＫ及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管している。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれてない。
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